
(証券コード：8244)
2019年（令和元年）５月７日

株 主 の 皆 様 へ
大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目１番43号

株 式 会 社 近 鉄 百 貨 店
取 締 役 社 長 髙 松 啓 二

第125期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第125期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知
申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら
後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、
2019年（令和元年）５月22日（水曜日）午後６時45分までに到着するようご返送いただきたくお願い申
しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2019年（令和元年）５月23日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市天王寺区上本町８丁目２番６号

大阪国際交流センター　大ホール

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第125期 (2018年（平成30年）３月 １ 日から)事業報告、連結計算書類および計算書類の
2019年（平成31年）２月28日まで

内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
決 議 事 項

第 １ 号 議 案 剰余金の処分の件
第 ２ 号 議 案 取締役11名選任の件
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４．そ の 他
　本招集ご通知に際してご提供すべき書類のうち、事業報告の「取締役の職務の執行が法令および定
款に適合することを確保するための体制その他企業集団の業務の適正を確保するための体制ならびに
当該体制の運用状況の概要」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」
ならびに計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」につきましては、法令および当
社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト(https://www.d-
kintetsu.co.jp/corporate/ir/soukai.php)に掲載しておりますので、本招集ご通知には添付してお
りません。
　したがって、本招集ご通知添付書類に含まれる事業報告、連結計算書類および計算書類は、監査役
および会計監査人がそれぞれ監査報告および会計監査報告を作成するに当たって監査した事業報告、
連結計算書類および計算書類の一部であります。

（以　上）

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。

◎事業報告、連結計算書類および計算書類ならびに株主総会参考書類に修正すべき事項が生じた場合は、
上記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

◎本年より、株主総会にご出席の株主様へお配りしておりましたお土産はとりやめとさせていただきます。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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事　業　報　告
(2018年（平成30年）３月

2019年（平成31年）２月
１
28

日から
日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過および成果

当期のわが国経済は、米国の通商政策による貿易摩擦激化の影響を受けながらも企業収益や雇用環
境の改善が続き、景気は緩やかな回復基調をたどりました。

百貨店業界におきましては、訪日外国人の買物需要の後押しがあったものの、相次ぐ自然災害等の
影響を受け、全国百貨店売上高は、７月以降、勢いに精彩を欠いて推移いたしました。

このような状況の下、当社グループでは、昨年４月に策定した「共創型マルチディベロッパーへの
変革」を経営コンセプトとする「中期経営計画（2018年度-2020年度）」に基づき、新たな百貨店
事業モデルの構築と百貨店事業以外の分野における事業の収益化を重点課題として、各事業にわたり
収益力の向上に懸命の努力を傾けました。

事業のセグメント別業績は、次のとおりであります。
＜百貨店業＞

百貨店業におきましては、当社と地域のお客様、お取引先とが連携して新たな価値を創出する「地
域共創型百貨店」の確立を目指し、お客様視点での売場改装に注力いたしました。旗艦店であるあべ
のハルカス近鉄本店では、引続き売上の好調な化粧品売場においてインバウンドに訴求力のあるショ
ップを拡充するとともに、１階において特選ブランドのさらなる集積を図る改装を行うほか、隣接す
る専門店ビルＨｏｏｐのリニューアルにも着手いたしました。

一方、その他の店舗におきましても、それぞれの地域の特性を活かした改装を実施いたしました。
奈良店では、地元奈良の新たな魅力を発信する「大和路ショップ」を、橿原店では、当社オリジナル
の自家焙煎コーヒーショップ「スリーマウンテンコーヒー」を出店するなど、百貨店の強みである食
料品売場の魅力向上に努めました。また、11年ぶりとなる大規模改装を実施した四日市店では、今後
の郊外型店舗におけるモデルケースの構築を目指し、従業員のアイデアを積み上げてこれに取り組み、
昨年11月、百貨店、専門店、コミュニティ施設を融合させた複合機能型百貨店としてリニューアル・
オープンいたしました。

さらに、百貨店事業以外の分野におきましても、当社の将来の発展を支えていく新しい事業モデル
の開発に力を注ぎました。その一つとして、昨年３月にスタートさせた「地域商社事業」では、奈良
県内の自治体や生産者と連携して当社オリジナルの商品を開発し、昨年11月に奈良店の「大和路ショ
ップ」において販売を開始いたしました。
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このほか、当社を訪れた中国人旅行者の帰国後のリピート需要を取り込むとともに中国国内での販
路拡大を図るため、中国向け越境ＥＣサイトに当社ウェブ店舗を開設するなど、ＥＣ事業の拡大にも
取り組みました。

これらの諸施策を推進した結果、度重なる自然災害により臨時休業等の影響を受けましたものの、
グループ会社との取引を消去した連結上の売上高は2,610億27百万円（前期比0.8％増）、営業利益
は47億87百万円（同29.5％増）となりました。
＜卸・小売業＞

卸・小売業におきましては、株式会社ジャパンフーズクリエイトの鮮魚販売が好調に推移した一方
で、株式会社シュテルン近鉄において、輸入自動車販売の競争激化の影響により減収となりましたた
め、連結上の売上高は147億76百万円（前期比1.6％減）、営業利益は３億２百万円（同13.1％減）
となりました。
＜内装業＞

内装業におきましては、株式会社近創で前年に大口工事受注があった反動により、連結上の売上高
は33億24百万円（前期比24.7％減）となりましたものの、粗利益率が改善した結果、営業利益は５
億99百万円（同28.5％増）となりました。
＜その他事業＞

その他事業におきましては、連結上の売上高は35億71百万円（前期比9.3％減）、営業利益は３億
20百万円（同3.5％減）となりました。

以上の結果、当社グループの業績につきましては、売上高は2,827億円（前期比0.2％増）、営業利
益は58億84百万円（同20.4％増）、経常利益は54億78百万円（同23.9％増）となりました。これ
に固定資産除却損等、投資有価証券売却損などの特別損失７億98百万円ならびに法人税等を加減した
親会社株主に帰属する当期純利益は48億53百万円（同231.9％増）となりました。

当社個別の業績につきましては、売上高は2,615億36百万円（前期比0.9％増）、営業利益は51億
27百万円（同27.8％増）、経常利益は45億20百万円（同29.6％増）、当期純利益は42億90百万円
（同432.6％増）となりました。

なお、長年にわたる無配により、株主の皆様には多大のご迷惑をおかけいたしましたが、当期につ
きましては、12期ぶりに期末配当を実施する予定といたしております。
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当社の店別売上高

店　　　　別 金 額 構 成 比 前 期 比
百万円 ％ ％

あべのハルカス近鉄本店（Ｈｏｏｐ等を含む） 124,575 47.5 105.9

上 本 町 店 24,653 9.4 101.4

東 大 阪 店 3,270 1.3 96.6

奈 良 店 25,157 9.6 100.7

橿 原 店 15,853 6.1 94.0

生 駒 店 7,225 2.8 81.6

和 歌 山 店 21,350 8.2 99.6

草 津 店 10,963 4.2 96.4

四 日 市 店 20,229 7.7 93.5

名 古 屋 店 （ 近 鉄 パ ッ セ ） 8,257 3.2 93.5

合　　　　計 261,536 100.0 100.9

当社の商品別売上高

商 　品　 別 金 額 構 成 比 前 期 比
百万円 ％ ％

衣 料 品 63,373 24.2 94.3

身 回 品 27,368 10.5 105.3

雑 貨 58,993 22.6 112.6

家 庭 用 品 8,010 3.1 102.7

食 料 品 85,483 32.7 98.0

食 堂 ・ 喫 茶 4,572 1.7 94.8

そ の 他 13,735 5.2 99.1

合　　　　計 261,536 100.0 100.9
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⑵　対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、堅調な雇用環境の下、個人消費は底堅く推移すると予測されるもの

の、本年10月に予定されている消費税率引上げの影響や貿易摩擦を背景とする中国経済の減速懸念も
あり、景気は予断を許さない状況が続くものと予想されます。

このような状況の下、当社グループは、「中期経営計画（2018年度-2020年度）」の２年目を迎
え、同計画の基本方針に基づく諸施策をさらに推し進めてまいります。

百貨店業におきましては、百貨店事業と商業開発事業の収益力強化に努めるとともに、当社のメイ
ン商圏である「あべの・天王寺エリア」の魅力最大化に向けた取組みを本格化いたします。あべのハ
ルカス近鉄本店では、２階化粧品をはじめとする婦人洋品のフロアにおいて、タワー館、ウイング館
にわたる大規模改装を、Ｈｏｏｐでは、地階レストランフロアを新たにフードホール化するなど全館
に及ぶ改装を実施し、本年９月にリニューアル・オープンいたします。その他の店舗におきましても、
奈良店で好評をいただいた「大和路ショップ」をはじめとする地域深耕の取組みを四日市店や草津店
にも拡大し、「地域と共創する百貨店」の存立を目指すとともに、店舗の魅力をさらに高めるための
専門店化も進めてまいります。

また、これまで物販店舗を中心に展開してきたフランチャイズ事業では、昨年、四日市店および専
門店ビルａｎｄにオープンした「ＡＢＣクッキングスタジオ」に続く「コト」サービス型店舗の出店
拡大にも注力いたします。

さらに、当社グループ会社につきましては、百貨店業との協業を軸としながら、来るべき東京オリ
ンピックや大阪・関西万博に向けて、内装業において受注拡大を図るなど、グループ外への事業拡大
にも積極的に挑戦してまいります。

このほか、環境面での取組みとして、2020年度内の全店舗の照明設備ＬＥＤ化完了に向け、本年
も各店舗において施設改修工事を進めるほか、新業務システムの構築や勤務形態の多様化を通じて従
業員の働き方の高度化、効率化に取り組むなど、企業価値向上を図る施策を進めてまいります。

なお、昨年10月に当社は、過年度における優待ギフト送料引上げに関し、公正取引委員会から排除
措置命令および課徴金納付命令を受けましたが、当社では一昨年の立入検査以後、再発防止のための
諸施策を講じており、引続きコンプライアンス体制の一層の盤石化に努めてまいります。

当社は、以上の施策にグループ一丸となって取り組み、もって業績の向上に努めてまいりますので、
株主の皆様におかれましては、何卒、今後とも倍旧のご支援とご鞭撻を賜りますよう心からお願い申
しあげます。
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⑶　設備投資の状況
　当社グループが当期に実施した設備投資の総額は60億33百万円であります。その主なものは、百
貨店業における当社各店の売場改装工事および施設改修工事ならびに各種業務システムの更新に伴う
ソフトウエア開発であります。

⑷　資金調達の状況
　当社グループは当期において、主に自己資金および金融機関からの借入金により必要な資金をまか
ないました。

⑸　事業の譲渡または譲受け、吸収合併、会社分割、他の会社の株式の取得または処分等の状況
　該当する事項はありません。

⑹　財産および損益の状況の推移
①　企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分 第122期
2015年度（平成27年度）

第123期
2016年度（平成28年度）

第124期
2017年度（平成29年度）

第125期
2018年度（平成30年度）

売 上 高(百万円) 270,774 266,477 282,211 282,700

経 常 利 益(百万円) 2,535 2,698 4,420 5,478

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 1,054 1,715 1,462 4,853

１株当たり当期純利益 (円) 2.61 4.25 36.21 120.21

総 資 産(百万円) 135,290 131,955 128,307 129,256

純 資 産(百万円) 28,126 30,539 32,465 36,769

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．2017年（平成29年）９月１日付で普通株式10株を１株にする株式併合を実施したため、第124期の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
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②　当社の財産および損益の状況の推移

区 分 第122期
2015年度（平成27年度）

第123期
2016年度（平成28年度）

第124期
2017年度（平成29年度）

第125期
2018年度（平成30年度）

売 上 高(百万円) 250,516 244,417 259,319 261,536

経 常 利 益(百万円) 1,593 1,580 3,488 4,520

当 期 純 利 益(百万円) 809 1,031 805 4,290

１株当たり当期純利益 (円) 2.01 2.56 19.95 106.25

総 資 産(百万円) 128,839 126,535 120,466 121,074

純 資 産(百万円) 26,941 28,516 29,575 33,428

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．2017年（平成29年）９月１日付で普通株式10株を１株にする株式併合を実施したため、第124期の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

⑺　重要な親会社および子会社の状況（2019年（平成31年）２月28日現在）
　　①　親会社との関係

当社の親会社は近鉄グループホールディングス株式会社であります。同社は、同社の子会社が保
有する当社株式および同社の子会社が退職給付信託に拠出した当社株式を含め、当社の議決権の
68.1％を保有しております。

また、当社の取締役１名および監査役１名は、同社の取締役であります。
　　②　親会社との間の取引に関する事項

当社は、同社との間にキャッシュマネジメントシステムによる資金の貸付けおよび借入れの取引
関係があります。

当該取引の実施に当たっては、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定していることから、そ
の取引条件は、いずれも妥当なものであり、当社取締役会は、当該取引が当社の利益を害するもの
でないと判断しております。
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　　③　重要な子会社の状況

会 　 社 　 名 資本金 当社の持株比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

株 式 会 社 近 鉄 友 の 会 70 100.0 前 払 式 特 定 取 引 業
株 式 会 社 シ ュ テ ル ン 近 鉄 100 100.0 自 動 車 販 売 業
株式会社ジャパンフーズクリエイト 100 100.0 食 料 品 卸 ・ 小 売 業
株 式 会 社 近 創 50 100.0 内 装 業
近 畿 配 送 サ ー ビ ス 株 式 会 社 30 100.0 運 送 業
株 式 会 社 Ｋ サ ポ ー ト 25 100.0 人 材 派 遣 業

⑻　主要な事業内容（2019年（平成31年）２月28日現在）
①　百貨店業（百貨店業、前払式特定取引業）
②　卸・小売業（自動車販売業、食料品卸・小売業）
③　内装業
④　その他事業（運送業、人材派遣業）
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⑼　主要な営業所（2019年（平成31年）２月28日現在）
①　当社の主要な店舗

名 称 所 在 地

あべのハルカス近鉄本店（Ｈｏｏｐ等を含む） 大 阪 市 阿 倍 野 区

上 本 町 店 大 阪 市 天 王 寺 区

東 大 阪 店 大 阪 府 東 大 阪 市

奈 良 店 奈 良 県 奈 良 市

橿 原 店 奈 良 県 橿 原 市

生 駒 店 奈 良 県 生 駒 市

和 歌 山 店 和 歌 山 県 和 歌 山 市

草 津 店 滋 賀 県 草 津 市

四 日 市 店 三 重 県 四 日 市 市

名 古 屋 店 （ 近 鉄 パ ッ セ ） 名 古 屋 市 中 村 区

②　子会社の主要な営業所

会 　 社 　 名 所 在 地

株 式 会 社 近 鉄 友 の 会 大 阪 市 阿 倍 野 区

株 式 会 社 シ ュ テ ル ン 近 鉄 大 阪 市 城 東 区

株式会社ジャパンフーズクリエイト 大 阪 府 松 原 市

株 式 会 社 近 創 大 阪 市 阿 倍 野 区

近 畿 配 送 サ ー ビ ス 株 式 会 社 大 阪 府 八 尾 市

株 式 会 社 Ｋ サ ポ ー ト 大 阪 市 阿 倍 野 区
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⑽　従業員の状況（2019年（平成31年）２月28日現在）
①　企業集団の従業員の状況

事 業 別 従 業 員 数 ( 前 期 末 比 増 減 )
名

百 貨 店 業 1,738 （74名減）

卸 ・ 小 売 業 202 （7名増）

内 装 業 105 （2名減）

そ の 他 事 業 225 （16名増）

合　　　　計 2,270 （53名減）
（注）上記従業員のほかに、契約社員およびパートタイマー等2,405名（期中平均）がおります。
②　当社の従業員の状況

従業員数（前期末比増減） 平均年齢 平均勤続年数

1,723名（73名減） 44.1歳 20.6年
（注）１．上記従業員数は、受入出向社員を含み他社への出向社員を含んでおりません。

２．上記従業員のほかに、契約社員およびパートタイマー等1,282名（期中平均）がおります。

⑾　企業集団の主要な借入先（2019年（平成31年）２月28日現在）

借 入 先 借 入 額
百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,505

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 3,250

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,575

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,255
（注）シンジケートローンは、株式会社三菱ＵＦＪ銀行をエージェントとする金融機関８行からの協調融資によ

るものであります。
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２．会社の株式に関する事項（2019年（平成31年）２月28日現在）
⑴ 発行可能株式総数 100,000,000株

⑵ 発行済株式の総数 40,437,940株（自己株式60,585株を含む。）

⑶ 株 主 数 13,168名（前期末比1,428名減）

⑷ 大 株 主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

近鉄グループホールディングス株式会社 25,487 63.1
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社
（ り そ な 銀 行 再 信 託 分 ・
近畿日本鉄道株式会社退職給付信託口）

1,445 3.6

株 式 会 社 奥 村 組 1,296 3.2

株 式 会 社 大 林 組 1,296 3.2

株 式 会 社 き ん で ん 1,288 3.2

株 式 会 社 竹 中 工 務 店 776 1.9

近 鉄 共 栄 持 株 会 715 1.8

株 式 会 社 近 鉄 エ ク ス プ レ ス 515 1.3

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 500 1.2

株 式 会 社 南 都 銀 行 294 0.7
（注）持株比率は、自己株式（60,585株）を控除して算出しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当する事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の氏名等（2019年（平成31年）２月28日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 小 林 哲 也

近鉄グループホールディングス株式会社取締役会長
近鉄不動産株式会社取締役会長
ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社取締役会長
株式会社近鉄エクスプレス取締役
三重交通グループホールディングス株式会社取締役
株式会社きんえい取締役
関西電力株式会社取締役

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員

髙 松 啓 二

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 福 田 正 男 総務本部および業務本部担任

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 秋 田 拓 士 百貨店事業本部および商業開発本部担任

取 締 役
常 務 執 行 役 員 尾 原 謙 治 百貨店事業本部奈良店長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 吉 田 　 茂 百貨店事業本部外商本部長および法人外商本部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 速 水 良 照 百貨店事業本部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 矢 田 浩 司 商業開発本部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 久 保 俊 雄 百貨店事業本部本店長

取 締 役 向 井 利 明 関電不動産開発株式会社相談役

取 締 役 吉 川 一 三 住江織物株式会社取締役会長兼社長

監 査 役 ( 常 勤 ) 長 田 　 宏 ※株式会社きんえい監査役

監 査 役 ( 常 勤 ) 岡 本 真 二

監 査 役 井 上 圭 吾 アイマン総合法律事務所弁護士
※グンゼ株式会社監査役

監 査 役 若 井 　 敬 近鉄グループホールディングス株式会社取締役常務
執行役員
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（注）１．向井利明氏および吉川一三氏は、社外取締役であります。
２．長田宏氏および井上圭吾氏は、社外監査役であります。なお、社外監査役が法令に定める員数を欠く

ことになる場合に備え、補欠監査役として門山龍彦氏が選任されております。
３．当社の社外役員は、それぞれ※を付した会社の社外役員を兼務しております。
４．当社は東京証券取引所に対し、向井利明氏、吉川一三氏および井上圭吾氏を独立役員として届け出て

おります｡
５．当社は、会社法第427条第１項ならびに定款第27条および第35条の規定により、向井利明氏、吉川一

三氏および井上圭吾氏との間で同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当
該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

６．若井敬氏は、近鉄グループホールディングス株式会社および同社の子会社の経理部門において企業会
計の実務に長年にわたり携わっていることから、財務および会計に関する相当程度の知見を有する監査
役であります。

７．取締役の異動
【新　任】2018年（平成30年）５月24日付

取 締 役　常務執行役員　　　久 保 俊 雄
【退　任】2018年（平成30年）５月24日付任期満了

取 締 役　常務執行役員　　　山 口 仁 志
【担当変更】2018年（平成30年）５月24日付

氏 名 新 旧

福 田 正 男 総務本部および業務本部担任 総務本部および経理本部担任

秋 田 拓 士 百貨店事業本部および商業開発本部
担任 営業統括本部長

尾 原 謙 治 百貨店事業本部奈良店長 営業統括本部奈良店長

吉 田 　 茂 百貨店事業本部外商本部長および法
人外商本部長 営業統括本部本店長

速 水 良 照 百貨店事業本部長 営業統括本部副本部長

矢 田 浩 司 商業開発本部長 営業統括本部副本部長および商業施
設運営本部長
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⑵　社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係（2019年（平成31年）２月28日現在）

　　当社は、井上圭吾氏が社外監査役に就任しているグンゼ株式会社との間に商品仕入等の取引関
係があります。

　　上記以外の重要な兼職先と当社との間には記載すべき関係はありません。
②　当期における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役

向 井 　 利 明
当期中に開催された取締役会11回全てに出席し、経済人として
の豊富な経験に基づき、議案の審議に必要な発言を適宜行いま
した。

吉 川 　 一 三
当期中に開催された取締役会11回全てに出席し、経済人として
の豊富な経験に基づき、議案の審議に必要な発言を適宜行いま
した。

監 査 役

長 田 　 　 宏
当期中に開催された取締役会11回、監査役会12回全てに出席
し、企業実務に関する豊富な経験に基づき、疑問点等を明らか
にするため適宜質問し意見を述べました。

井 上 　 圭 吾
当期中に開催された取締役会11回中10回、監査役会12回中11
回に出席し、弁護士としての立場から法的な疑問点等を明らか
にするため適宜質問し意見を述べました。

③　当社の親会社または当社親会社の子会社（当社を除く。）から当期の役員として受けた報酬等の
　額 １百万円

⑶　取締役および監査役の報酬等の額
取締役 12名 158百万円（うち、社外取締役２名 ７百万円）
監査役 ４名 33百万円（うち、社外監査役２名 15百万円）

（注）取締役の人数および報酬等の額には2018年（平成30年）５月24日付で退任した取締役１名に
対する報酬が含まれております。
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（ご参考）
執行役員（取締役兼務者を除く。）は次のとおりであります。

2019年（平成31年）２月28日現在
地　　位 氏　　名 担　　当

常 務 執 行 役 員 大 原 康 敬 百貨店事業本部和歌山店長

常 務 執 行 役 員 辻 究 総務本部長、監査部担任

常 務 執 行 役 員 中 川 勝 博 百貨店事業本部上本町店長

執 行 役 員 上 田 尚 義 総合企画本部長および商業開発本部副本部長

執 行 役 員 泉 川 邦 充 業務本部長

執 行 役 員 家 村 　 洋 百貨店事業本部本店副店長

執 行 役 員 宮 﨑 幸 一 商業開発本部副本部長

執 行 役 員 梶 間 隆 弘 百貨店事業本部四日市店長
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

⑵　当期に係る会計監査人の報酬等の額
会計監査人の報酬等の額 76百万円
当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 80百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査に
ついてそれぞれの報酬等の額を区分しておりませんので、会計監査人の報酬等の額には金融商品取引法
に基づく報酬等の額を含めております。

　　　２．監査役会は、会計監査人および社内関係部門からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監
査人の監査計画の内容、前期の職務遂行状況、報酬見積りの算出根拠等を確認し検討した結果、適正な
監査を実施するために妥当な水準であると判断し、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

⑶　非監査業務の内容
　該当する事項はありません。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項のいずれかに該当すると判断し
た場合には、会計監査人を解任する方針です。また、会計監査人の職務遂行状況その他の事情を勘案
して、必要と認められる場合には、会計監査人の解任または不再任に関する株主総会提出議案の内容
を決定する方針です。

（注）本事業報告に記載の金額および株式数は表示単位未満を切り捨て、比率等は表示桁未満を四捨五
入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年（平成31年）２月28日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　  産  　 の 　  部 ） 百万円 （ 負 　  債  　 の  　 部 ） 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
敷 金 及 び 保 証 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

29,955
3,530

11,240
7,600

740
30

2,464
4,373
△26

99,301
76,280
46,038

560
2,062

27,068
534
16

3,165
19,855

3,657
67

10,557
3,061
1,706

852
△46

流 動 負 債 82,783
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 20,696
短 期 借 入 金 11,774
リ ー ス 債 務 328
未 払 金 4,389
未 払 法 人 税 等 523
商 品 券 8,805
預 り 金 27,982
賞 与 引 当 金 384
商品券等引換損失引当金 6,754
そ の 他 1,144

固 定 負 債 9,703
長 期 借 入 金 4,938
リ ー ス 債 務 337
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 3,309
退 職 給 付 に 係 る 負 債 483
資 産 除 去 債 務 306
そ の 他 329

負 債 合 計 92,487
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 35,527
資 本 金 15,000
資 本 剰 余 金 8,990
利 益 剰 余 金 11,622
自 己 株 式 △85

その他の包括利益累計額 1,241
その他有価証券評価差額金 774
退職給付に係る調整累計額 467

純 資 産 合 計 36,769
資 産 合 計 129,256 負 債 純 資 産 合 計 129,256

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 18 ）



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

連 結 損 益 計 算 書
(2018年（平成30年） 3 月 1 日から
2019年（平成31年） 2 月28日まで)

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 282,700
売 上 原 価 216,115

売 上 総 利 益 66,585
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 60,700

営 業 利 益 5,884
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 89
そ の 他 1,835 1,924

営 業 外 費 用
支 払 利 息 120
そ の 他 2,211 2,331

経 常 利 益 5,478
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 等 460
投 資 有 価 証 券 売 却 損 272
投 資 有 価 証 券 評 価 損 65 798

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,679
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 646
法 人 税 等 調 整 額 △820 △174
当 期 純 利 益 4,853
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,853

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2019年（平成31年）２月28日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　  産 　  の 　  部 ） 百万円 （ 負 　  債 　  の 　  部 ） 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
建 物 附 属 設 備
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
敷 金 及 び 保 証 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

23,842
2,603

44
9,842
6,199

27
1,111

100
1,258
1,923

753
△21

97,231
73,781
19,191
24,839

382
99
9

2,015
26,714

528
3,033

387
362

2,257
25

20,417
3,626
1,727

67
10,400

110
2,337
1,729

463
△44

流 動 負 債 79,254
買 掛 金 18,670
短 期 借 入 金 9,722
リ ー ス 債 務 324
未 払 金 4,741
未 払 費 用 356
未 払 法 人 税 等 420
前 受 金 382
商 品 券 8,805
預 り 金 31,007
賞 与 引 当 金 225
商品券等引換損失引当金 4,595
そ の 他 2

固 定 負 債 8,392
長 期 借 入 金 4,278
リ ー ス 債 務 334
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 3,309
資 産 除 去 債 務 254
そ の 他 215

負 債 合 計 87,646
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 32,657
資 本 金 15,000
資 本 剰 余 金 9,090

資 本 準 備 金 5,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 4,090

利 益 剰 余 金 8,652
そ の 他 利 益 剰 余 金 8,652

繰 越 利 益 剰 余 金 8,652
自 己 株 式 △85

評 価 ・ 換 算 差 額 等 770
その他有価証券評価差額金 770

純 資 産 合 計 33,428
資 産 合 計 121,074 負 債 純 資 産 合 計 121,074

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
(2018年（平成30年） 3 月 1 日から
2019年（平成31年） 2 月28日まで)

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 261,536
売 上 原 価 197,988

売 上 総 利 益 63,547
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 58,419

営 業 利 益 5,127
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 254
そ の 他 1,370 1,625

営 業 外 費 用
支 払 利 息 380
そ の 他 1,852 2,233

経 常 利 益 4,520
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 等 501
投 資 有 価 証 券 売 却 損 272
投 資 有 価 証 券 評 価 損 65 839

税 引 前 当 期 純 利 益 3,680
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 202
法 人 税 等 調 整 額 △812 △609
当 期 純 利 益 4,290

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年（平成31年）４月６日
株 式 会 社 近 鉄 百 貨 店

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 土　居　正　明 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松　本　　　浩 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 和　田　安　弘 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社近鉄百貨店の2018年（平成30年）３月
１日から2019年（平成31年）２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社近鉄百貨店及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年（平成31年）４月６日
株 式 会 社 近 鉄 百 貨 店

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 土　居　正　明 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松　本　　　浩 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 和　田　安　弘 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社近鉄百貨店の2018年（平成30
年）３月１日から2019年（平成31年）２月28日までの第125期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年（平成30年）３月１日から2019年（平成31年）２月28日までの第125期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役から監査の方法および結果の報告を受け、審議した結果、全員
一致の意見により次のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

⑴　監査役会は、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受けるほ
か、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、主要な事業所において業務および財産の状況を調査
いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制その他企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関する取締役会決議の内容
および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等
からその構築および運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。

③事業報告に記載されている親会社との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さない
ように留意した事項および当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断お
よびその理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を
加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するととも
に、随時会計監査人から監査に関する報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」を企業会計審議会が定める「監査
に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類およびその附属明
細書ならびに連結計算書類について検討いたしました。
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２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果

①事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は、相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

　なお、事業報告に記載のとおり、当社は過年度における優待ギフト送料に関し、2018年（平成30
年）10月に公正取引委員会より排除措置命令および課徴金納付命令を受けました。監査役会としま
しては、当社が再発防止およびコンプライアンス体制の強化に努めていることを確認しており、引き
続きこれらの取り組みを注視してまいります。

④事業報告に記載されている親会社との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さない
ように留意した事項および当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断お
よびその理由について、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類およびその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法および結果は、相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法および結果は、相当であると認めます。

2019年（平成31年）４月６日
株式会社近鉄百貨店　　監査役会

監査役（常勤） 長　田　　　宏 ㊞
監査役（常勤） 岡　本　真　二 ㊞
監　査　役 井　上　圭　吾 ㊞
監　査　役 若　井　　　敬 ㊞

（注）監査役長田宏および同井上圭吾は、社外監査役であります。

（以　上）

（ 25 ）



株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件
　期末配当に関する事項
　　当社の利益配分につきましては、将来の事業展開に備え財務体質の強化を図る一方で、業績や経済情

勢などを総合的に勘案し、安定的な配当を目指していくこととしております。
　　株主の皆様には、第114期より無配を続け、大変ご迷惑をおかけして申し訳なく存じております。全

社をあげて業績の回復に努めてまいりました結果、第125期の期末配当につきましては、当期の業績お
よび今後の事業展開等を勘案して、配当の体制が整ったものと判断し、以下のとおり復配いたしたいと
存じます。

　１．配当財産の種類
金銭といたします。

　２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき　20円
総額　　　　　807,547,100円

　３．剰余金の配当が効力を生じる日
2019年（令和元年）５月24日
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第２号議案　取締役11名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役全員11名が任期満了となりますので、取締役11名の選任をお願いい
たしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 生年月日

１.
こ

小
 

　
ばやし

林
 

　
て つ

哲
 

　
や

也 1943年（昭和18年）11月27日生

□略歴および地位
1968年(昭和43年)４ 月 近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホールディングス株式会社）入社
2001年(平成13年)６ 月 同社取締役
2003年(平成15年)６ 月 同社常務取締役
2005年(平成17年)６ 月 同社専務取締役
2007年(平成19年)５ 月 当社取締役
2007年(平成19年)６ 月 近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホールディングス株式会社）取締役社長
2013年(平成25年)６ 月 三重県観光開発株式会社取締役会長（2016年(平成28年)６月まで）
2015年(平成27年)１ 月 近畿日本鉄道分割準備株式会社（現近畿日本鉄道株式会社）取締役会長（現任）
2015年(平成27年)４ 月 近鉄グループホールディングス株式会社取締役会長（現任）

近鉄不動産株式会社取締役会長（現任）
2015年(平成27年)５ 月 当社取締役会長（現任）

□重要な兼職の状況
　近鉄グループホールディングス株式会社取締役会長
　近鉄不動産株式会社取締役会長
　ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社取締役会長
　株式会社近鉄エクスプレス取締役
　三重交通グループホールディングス株式会社取締役
　株式会社きんえい取締役
　関西電力株式会社取締役
□所有する当社株式数　2,200株
□取締役候補者とした理由

　経済人としての豊富な経営経験と高い見識を持つだけでなく、親会社である近鉄グループホールディングス株式会社
の役員を兼任しており、経営監督機能の強化およびグループ企業との連携による相乗効果が期待されることから、適任
であると判断いたしました。

（ 27 ）



候補者番号 氏　名 生年月日

２.
た か

髙
 

　
ま つ

松
 

　
け い

啓
 

　
じ

二 1948年（昭和23年）１月18日生

□略歴および地位
1973年(昭和48年)４ 月 近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホールディングス株式会社）入社
2004年(平成16年)６ 月 同社執行役員
2007年(平成19年)６ 月 同社常務取締役
2011年(平成23年)６ 月 同社専務取締役
2012年(平成24年)６ 月 同社取締役副社長（2013年(平成25年)６月まで）
2013年(平成25年)５ 月 当社取締役
2013年(平成25年)７ 月 当社取締役　副社長執行役員
2014年(平成26年)５ 月 当社取締役社長　社長執行役員（現任）

□所有する当社株式数　4,800株
□取締役候補者とした理由

　親会社である近鉄グループホールディングス株式会社の取締役副社長を経て、現在は当社取締役社長執行役員として
当社グループの経営を担うなど、流通・小売業における豊富な業務経験ならびに当社グループ経営全般に関する知見を
有していることから、適任であると判断いたしました。

３.
あ き

秋
 

　
た

田
 

　
た く

拓
 

　
じ

士 1956年（昭和31年）５月８日生

□略歴および地位
1981年(昭和56年)４ 月 旧株式会社近鉄百貨店入社
2011年(平成23年)６ 月 株式会社近鉄リテールサービス（現株式会社近鉄リテーリング）専務取締役、営業本部長
2013年(平成25年)５ 月 当社執行役員
2014年(平成26年)５ 月 当社取締役　常務執行役員
2015年(平成27年)５ 月 当社取締役　専務執行役員（現任）

□担　当
　百貨店事業本部および商業開発本部担任
□所有する当社株式数　2,500株
□取締役候補者とした理由

　主に営業関連業務に従事し、近鉄グループ会社の営業本部長を経て、現在営業部門全般を担任するなど、同業務に関
する専門的知識および豊富な業務経験ならびに経営全般に関する知見を有していることから、適任であると判断いたし
ました。

（ 28 ）
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候補者番号 氏　名 生年月日

４.
お

尾
 

　
ば ら

原
 

　
け ん

謙
 

　
じ

治 1958年（昭和33年）11月９日生

□略歴および地位
1981年(昭和56年)４ 月 旧株式会社近鉄百貨店入社
2011年(平成23年)５ 月 当社執行役員
2014年(平成26年)５ 月 当社取締役　常務執行役員（現任）

□担　当
　百貨店事業本部奈良店長
□所有する当社株式数　1,800株
□取締役候補者とした理由

　主に営業関連業務に従事し、現在百貨店事業本部奈良店長を務めるなど、同業務に関する専門的知識および豊富な業
務経験を有していることから、適任であると判断いたしました。

５.
よ し

吉
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
しげる

茂 1958年（昭和33年）５月７日生

□略歴および地位
1981年(昭和56年)４ 月 旧株式会社近鉄百貨店入社
2011年(平成23年)５ 月 当社執行役員
2015年(平成27年)５ 月 当社取締役　常務執行役員（現任）

□担　当
　百貨店事業本部外商本部長および法人外商本部長
□所有する当社株式数　1,800株
□取締役候補者とした理由

　主に営業関連業務に従事し、現在百貨店事業本部外商本部長および法人外商本部長を務めるなど、同業務に関する専
門的知識および豊富な業務経験を有していることから、適任であると判断いたしました。
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候補者番号 氏　名 生年月日

６.
は や

速
 

　
み

水
 

　
よ し

良
 

　
て る

照 1959年（昭和34年）12月24日生

□略歴および地位
1982年(昭和57年)４ 月 旧株式会社近鉄百貨店入社
2013年(平成25年)５ 月 当社執行役員
2015年(平成27年)５ 月 当社取締役　常務執行役員（現任）

□担　当
　百貨店事業本部長
□所有する当社株式数　1,900株
□取締役候補者とした理由

　主に営業関連業務に従事し、現在百貨店事業本部長を務めるなど、同業務に関する専門的知識および豊富な業務経験
を有していることから、適任であると判断いたしました。

７.
く

久
 

　
ぼ

保
 

　
と し

俊
 

　
お

雄 1960年（昭和35年）10月９日生

□略歴および地位
1983年(昭和58年)４ 月 旧株式会社近鉄百貨店入社
2014年(平成26年)５ 月 当社執行役員
2018年(平成30年)５ 月 当社取締役　常務執行役員（現任）

□担　当
　百貨店事業本部本店長
□所有する当社株式数　1,000株
□取締役候補者とした理由

　主に営業関連業務に従事し、現在百貨店事業本部本店長を務めるなど、同業務に関する専門的知識および豊富な業務
経験を有していることから、適任であると判断いたしました。

（ 30 ）
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候補者番号 氏　名 生年月日

８.
む か

向
 

　
い

井
 

　
と し

利
 

　
あ き

明 1946年（昭和21年）10月19日生 社外取締役

□略歴および地位
1969年(昭和44年)４ 月 関西電力株式会社入社
2001年(平成13年)６ 月 同社取締役
2007年(平成19年)６ 月 同社取締役副社長
2012年(平成24年)６ 月 関電不動産株式会社（現関電不動産開発株式会社）取締役会長
2012年(平成24年)８ 月 同社取締役会長　兼　社長
2013年(平成25年)６ 月 同社取締役会長
2016年(平成28年)５ 月 当社取締役（現任）
2018年(平成30年)６ 月 関電不動産開発株式会社相談役（現任）

□重要な兼職の状況
　関電不動産開発株式会社相談役
□所有する当社株式数　100株
□社外取締役候補者とした理由

　関西電力株式会社の取締役副社長を経て、現在関電不動産開発株式会社の相談役を務め、経済人として豊富な経営経
験と高い見識を有し、また当社グループから独立した立場で当社グループ経営への助言をいただくことが期待できるこ
とから、適任であると判断いたしました。

９.
よ し

吉
 

　
か わ

川
 

　
い ち

一
 

　
ぞ う

三 1946年（昭和21年）５月20日生 社外取締役

□略歴および地位
1970年(昭和45年)４ 月 住江織物株式会社入社
1997年(平成 ９ 年)８ 月 同社取締役
2000年(平成12年)８ 月 同社取締役退任

同社上席執行役員
2002年(平成14年)８ 月 同社取締役
2005年(平成17年)８ 月 同社取締役社長
2016年(平成28年)５ 月 当社取締役（現任）
2016年(平成28年)６ 月 住江織物株式会社取締役会長
2016年(平成28年)７ 月 同社取締役会長　兼　社長（現任）

□重要な兼職の状況
　住江織物株式会社取締役会長　兼　社長
□所有する当社株式数　100株
□社外取締役候補者とした理由

　現在住江織物株式会社の取締役会長兼社長を務め、経済人として豊富な経営経験と高い見識を有し、また当社グルー
プから独立した立場で当社グループ経営への助言をいただくことが期待できることから、適任であると判断いたしまし
た。
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候補者番号 氏　名 生年月日

10.
お お

大
 

　
は ら

原
 

　
や す

康
 

　
の り

敬 1958年（昭和33年）７月30日生 新任取締役

□略歴および地位
1982年(昭和57年)４ 月 旧株式会社近鉄百貨店入社
2011年(平成23年)５ 月 当社生駒店長
2014
2018

年(平成
年(平成

26
30

年)
年)

５
５

月
月

当社執行役員
当社常務執行役員（現任）
当社百貨店事業本部和歌山店長（現任）

□所有する当社株式数　1,800株
□取締役候補者とした理由

　主に営業関連業務に従事し、現在百貨店事業本部和歌山店長を務めるなど、同業務に関する専門的知識および豊富な
業務経験を有していることから、適任であると判断いたしました。

11.
な か

中
 

　
が わ

川
 

　
か つ

勝
 

　
ひ ろ

博 1959年（昭和34年）11月13日生 新任取締役

□略歴および地位
1982年(昭和57年)４ 月 旧株式会社近鉄百貨店入社
2010年(平成22年)10月 当社桃山店長
2015
2018

年(平成
年(平成

27
30

年)
年)

５
５

月
月

当社執行役員
当社常務執行役員（現任）
当社百貨店事業本部上本町店長（現任）

□所有する当社株式数　1,100株
□取締役候補者とした理由

　主に営業関連業務に従事し、現在百貨店事業本部上本町店長を務めるなど、同業務に関する専門的知識および豊富な
業務経験を有していることから、適任であると判断いたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．向井利明氏および吉川一三氏は、社外取締役候補者であります。両氏は現に当社の社外取締役であり、そ

の在任年数は、本総会終結の時をもって３年となります。
３．当社は、会社法第427条第１項および定款第27条の規定により、向井利明氏および吉川一三氏との間で同

法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、
法令が定める額としております。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間の当該契約を継続する予
定であります。

４．当社は、東京証券取引所に対し、向井利明氏および吉川一三氏を独立役員として届け出ております。
５．吉川一三氏が取締役会長兼社長に就任している住江織物株式会社は、同社の米国現地法人における不適切

な会計処理問題に起因し、2016年（平成28年）10月に過年度の有価証券報告書等の訂正を行いました。
６．小林哲也氏の過去５年間および現在の近鉄グループホールディングス株式会社および同社の子会社におけ

る業務執行者としての地位および担当は、「略歴および地位」欄に記載のとおりであります。
（以　上）
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株主総会 会場ご案内図

会 　 場 大阪市天王寺区上本町８丁目２番６号
大 阪 国 際 交 流 セ ン タ ー  大 ホ ー ル

谷町九丁目交差点 ⑤番 ⑩番
ハイハイ
タウン

上本町七丁目交差点

上汐公園

バス停

バス停

生玉南交差点

六万体交差点

天王寺郵便局

上本町九丁目交差点

①番

天王寺消防署

天王寺区役所

大阪国際交流センター

当　　社
上本町店

シェラトン
都ホテル大阪

至鶴橋

至南巽

至東梅田

至天王寺

至なんば

至大阪難波
近畿日本鉄道大阪上本町駅

地下鉄千日前線

上本町六丁目交差点

谷町九丁目駅

谷
町
筋

上
町
筋

地
下
鉄
谷
町
線

②
番

四
天
王
寺
前
夕
陽
ヶ
丘
駅

上本町YUFURA

＝大阪国際交流センター案内板設置場所

交通機関　近　鉄：「大阪上本町」駅から南へ徒歩５分
地下鉄：「谷町九丁目」駅（谷町線・千日前線）から南東方向へ徒歩10分

⑤番または⑩番出口
「四天王寺前夕陽ヶ丘」駅（谷町線）から北東方向へ徒歩10分

①番または②番出口
バ　ス：「上本町八丁目」バス停から徒歩１分

当日は駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

本年より、株主総会にご出席の株主様へお配りしておりましたお土産はとりやめとさ
せていただきます。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


